
 
令和７年度 人事委員会事務局組織目標 

 

組織名 人事委員会事務局 部長 人事委員会事務局長 山際 幸太 

組織の目的・ 

方向性 

人事行政に関する専門的かつ中立的な第三者機関として、関係法令に定

められた権限を適切に行使することで、本市における公平・公正な人事

行政制度の確立と運用に貢献し、もって信頼される市政運営の推進に貢

献します。 

（参考） 

関連する総合

計画における

政策指標※ 

（該当なし） 

※政策指標…目指す都市像の実現や、総合指標の目標達成を図るうえで、各分
野において特に重視する指標。各分野の政策指標は市役所全体で
共有し、組織横断で目標達成に向けて取り組みます。 

人事委員会事務局組織目標 

社会情勢の変化や高度・複雑化する市民ニーズに対応し、今後の新潟市政を

担う有為な人材を確保するため、市職員として働く魅力の発信や適切な採用試

験の実施に取り組みます。 

 また、職員が高い使命感と倫理観を持って職務に専念できる環境を整え、職

員の成長と組織パフォーマンスの向上が図れるよう、社会一般の情勢に適応し

た適正な勤務条件の確保や人事行政制度の実現に向けて、調査・研究に取り組

み、任命権者に必要な報告・勧告を行います。 

さらに、働き方改革が進められる中、良好な勤務環境を確保するため、労働

基準監督機関としての権限を適切に行使するとともに、職員の権利利益を保護

するため、迅速かつ的確に公平審査を行います。 

この方針のもと、今年度は、次の３つの目標に重点的に取り組みます。 

 

重点目標 

１ 社会情勢の変化や高度・複雑化する市民ニーズに対応できる有為な人材を

確保するため、市職員として働く魅力を効果的に発信するとともに、適切

な採用試験を実施します。 

２ 社会一般の情勢に適応した適正な勤務条件を確保するとともに、職員の成

長と組織パフォーマンスの向上を図る人事行政の実現に向けて、調査・研

究に取り組み、任命権者に必要な報告・勧告を行います。 

３ 市役所内で働き方改革が進められる中、良好な勤務環境が確保されるよう

労働基準監督機関としての権限を適切に行使します。 

※重点目標における指標や取組状況は、各課組織目標をご覧ください。 
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